
書式第 12号 (法第28条関係)

令和 5年度 事 業 報 告 書

特定非営利活動法人日野・市民自治研究所

1 事業の成果 当研究所は、令和 5年度も豊かな地方自治を実現するために、学習、研究、調査を行っ

た。コロナ禍のため会場の参加人数を制限していたが解除し、オンライン化をすすめた。そんな状態の中

でも憲法連続講座等学習会、その他の研究会を継続 して行い研究の成果を公表 した。また隔月の機関紙「つ

うしん」の発行を行い、研究会の内容等の記録・紹介を行った。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【2984】 千円)

事 業 報 告 用

定款に記載
された
事業名

事業内容 日日寺 場所
従事
者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象
ヨ
`千,

人数

事業
費
(千

円)

講座、研究会等

に よる憲法及

び豊かな地方

自治のあ り方

についての学

習事業

憲法連続講座 として豊かな

地方自治を実現するための

憲法 に関す る基礎的な学

習・研究を行った。コロナ禍

で行なっていた会場人数の

制限は解除。オンラインを

進めた。

2023年 5月 ,7月 ,9

月,11月 ,1月 ,2024

年 1月 ,3月 の各月

1回

ゆのした市

民交流セン

ター

6人 憲 法 及 び 豊 か

な 地 方 自治 の

あ り方 に 関 心

の あ る一 般 市

民

の ベ

173

人

384

映画をみて語る会として文

化的な活動を通 じてさまざ

まな市民が研究所で交流で

きるようにすることを目的

とした映画鑑賞 と鑑賞後の

懇談は、コロナ禍の延長で

活動を自粛している

3人

2022年度から 23年度にか

けて 5回連続講座 :環境学

者からみた平和反戦論 とし

て環境問題を学習 した。好

評のため、年度末からさら

に 4回連続講座を行った。

2023年 4月 ,6月 ,9

月,2024年 3月 の

各月 1回

ゆの した市

民交流セン

ター

4人 憲 法 及 び 豊 か

な 地 方 自治 の

あ り方 に 関 心

の あ る一 般 市

民

の ベ

60人

22

年末特別講演会 として、日

本国憲法成立過程の帝国議

会審議で中心となって平和

憲法作成に貢献 した

について講師を 2人呼ん

で講演会を開いた。

2023年 12月 の 1回 日野市新町

交流センタ

6人 憲 法及 び豊 か

な地方 自治 の

あ り方 に関心

の あ る一般 市

民

90人

45

憲 法及 び 豊 か

な地 方 自治 の

あ り方 につ い

て の調 査研 究

事業

豊 か な地 方 自

定例研究会 として問題提起

的テーマ、課題別重要な時

事問題 を検討 した。 コロナ

禍のため行っていた会場人

数の制限は解除 した。今回

よリフィール ドワー クを定

例研究会が担当した。

2023年 4月 ,6月 ,

8月 ,10月 の各月 1

回

ゆ の した

市 民 交 流
セ ンター

,

第 五 福 竜

丸展示館

7人 憲 法 及 び 豊 か

な地 方 自治 の

あ り方 に 関 心

の あ る一 般 市

民

の ベ

82人

243

|

|

|

|



治 を増進 す る

た めの調査研

究事業

地方 自治の具

体的諸施策に
ついての調査

研究事業

行政、市民等を

対象に した憲

法及び豊かな

地方 自治のあ

り方について

の提言事業

教育研究会 として小学校の

教科書採択、七生裁判 と性

教育について等教育現状の

分析 と報告を行った。

2023年 4月 ,5月 ,6

月,7月 ,8月 (2回 ),

9月 ,10月 ,11

月,2024年 1月 ,3
月の各月 1回

主 と して

ゆ の した

市 民 交 流
センター

5人 憲法及 び 豊 か

な地方 自治 と

教 育 に関心 の

ある一般市民

の ベ

58人

20

地域医療研究会として日野

市立病院の状況やかか りつ

け医、医療 DX等について研

究、学習を行った

2023年 5月 ,7月 ,

8月 ,9月 ,10月 ,11

月,12月 ,2023年 1

月の各月 1回

ゆ の した

市 民 交 流
センター

5人 憲 法及 び豊 か

な地方 自治 と

医療 に関心 の

ある一般市民

の ベ

44人
20

9条 と基地を考える研究会

として東アジアの平和につ

いて各国の情勢等を研究し

た

2023年 4月 ,5月 ,

6月 ,7月 ,8月 ,9月

,11月 ,12月 ,2024

年 1月 ,2月 、3月 の

各月 1回

ゆ の した

市 民 交 流
セ ン タ ー

お よ び W
EB会議

4人 憲 法 及 び 豊 か

な 地 方 自治 の

あ り方 に 関 心

の あ る一 般 市

民

の ベ

36人

20

都市計画研究会として市民

研究フォーラムでは報告を

行ったが、その他は都合に

より体会している

2024年 2月 の 1回 ゆ の した

市 民 交 流
センター

3人 憲 法 及 び 豊 か

な 地 方 自治 と

都 市 計 画 に 関

心 の あ る一 般

市民

23人

10

学習会「日本史研究」として

『詳説 日本史研究』の読

解、検討を行った

2023年 4月 ,5月 ,6

月 ,7月 ,9月 ,10

月,11月 ,12月 2024

,年 1月 ,2月 ,3月
の各月 1回

ゆの した市

民交流セン

ター

5人 憲 法及 び地方

自治 と歴 史 に

関心 の あ る一

般市民

の ベ

109
人 20

気候危機打開勉強会 とし

て、 『物理学者はご

みをこう見る』
編著「環境・福祉政

策が生み出す新しい経済」

をテキス トに気候危機打開
の方法についての学習を行
った。

2023年 4月 ,5月 ,

6月 ,7月 ,8月 ,9

月,10月 ,11月 ,12

月,2024年 2月 ,3

月の各月 1回

ゆ の した

市 民 交 流
センター

3人 憲 法 及 び 地 方

自治 と気 候 危

機 に 関 心 の あ

る一般市民

の ベ

66人

20

地方 自治 に関

す る情報等の

収集・保存・提

供事業

豊かな地方 自

治 に関す る研

究成果の公開・

出版等の普及

啓発事業

研究所の機関紙 「つ うしん」

として、憲法講座や定例研

究会、各研究会の活動内容

の記録、会員内外の発言な

どを掲載、隔月に発行 した。

電子メール配信 と二本立て

で発行 している

2023年,4月 ,6月 ,8

月 (臨時号),9月 ,

11月 ,2024年 1月 ,3

月の各月 1回

ゆ の した

市 民 交 流
センター

6人 会 員 及 び 寄 附

者 と講 座 参 加

者

200～ 250部 (隔

月毎 )

の ベ

1300

人

1913

研究所 15周年記念事業の際

に行われた憲法 トークを基

に発行 したブックレットの

普及を図った

随時 ゆ の した

市 民 交 流
センター

6人 憲 法 及 び 豊 か

な 地 方 自治 の

あ り方 に 関 心

の あ る一 般 市

民

の ベ

2人

13.1

豊かな地方自治に関する研

究成果である叢書の普及を

図った

随‖十 ゆ の した

市 民 交 流
センター

2人 既発 行 分 の購

入者

1人

133

(2)そ の他の事業 なし

|



書式第 13号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

2023年度 活動計算書 (そ の他事業がない場合 )

(単位 :円 )

正会員受取
賛助会員受
入会金

1,844,5001
75,000
3,000

取

費

議省^
△
〓

△
一^
一冊́

l,827,024受取寄附金

（
∠

地方自治・憲法事業収益
研究会事業収益
情報提供事業収益

206,300
118,392

1,500

326.1923 事業収益

4 その他の収益
受取利息
雑収入

11,878
15

11,863

4.087.594

A

:収 益 計

通信費
旅費交通費
諸謝金
事務用品費
印刷製本費
会場費
業務委託費
地代家賃
水道光熱費
減価償却費
普及用書籍

45,

25,

94,

6,

105,

9,

30,

762,

144,

327,

380
〔′44

664
677
206
900
800
000
0001

480
970
660

984
2

1

2 の

1,290,571
138,485

給料手当
通勤費

給料手当
法定福利費
通勤費

860,381
6,641

92,323

959,(1)人

通信費
旅費交通費
事務用品費
印刷製本費
広告宣伝費
支1`手数料
地代家賃
水道光熱費
減価償却費

2

2 164

2 の

155,661

201,113
6,214
5,000
14,446

508,000
96,000
218,320

B

B -1.061.245A当

+正

0

3 876 125
法人税、 民税及 (り

｀

正味財産
814 880+



書式第 15号 (法第 28条関係 )

2023年度 貸借対照表

事 業 報 告 用

生庄鬱生宣型上活動迭2ゝ_」ユ里
=_童

塁旦選」嘘生E丘

(単位 :円 )

科
ロ
ロ 金  額 小計・合計

1,680,897

現金預金

棚卸資産

1,355,077

325,820

1,680,897

1 流動資産

流動資産合計 ・・・①

(1)有形固定資産

建物

オーディオ

什器・備品

1,365,323

1,365,821

1,365,823

2 固定資産

固定資産合計 ・・・②

【A】 資 産 の 部

【A】 資 産 合 計 ①+② 3.046,720

231,840

209,500

22,340

前受金

預り金

1 流動負債

流動負債合計

231,840

【B-1】 負 債 の 部

負 債 合 計

前期繰越正味財産額

当期正味財産増減額

3,876,125

-1,061,245

2,814,880

【B-2】 正 味 財 産 の 部

正 味 財 産 合 計

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 十 【B-2】 3,046,720

231.840



書式第 16号 (法 第 28条関係 )

2023年度 計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定左宣塁1皿動L生 _ユ野二立量」上■究所

重要な会計方針
計算書類の作成は、PO法人会計基準 (2010年 7月 20日  2017年 12月 12日 最終改正 NPO法人会計基準協議会)

によっています。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法

棚卸資産は期末在庫数量の製本原価を資産計上し、評価方法は個別法としています。

(2)固定資産の減価償却の方法

定額法

(3)引 当金の計上基準

該当有 りません。

(・ )施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

該当有 りません。

(5)消費税等の会計処理

内税処理

2.事 業別損益の状況

Fl)

合計
情報提供

事業
事業部門計 管理部門科 日

普及啓発
事業

地方自治
学習事業

研究会事業

1.922.500

1,827.024

326,192

11,878

182,702

1,500

0

1.827,024

326.192

0

1,922,500

11,878

1,278,918 182,702

206,300

182,702

118,392

4.087.594184,202 2.153.216 1,934,3781,278,918 389,()02 301,094

2.150.952

6.641

230.808

129,057

13,848

1.290.571

138.485

860,381

6,641

92,323

903,400

96,941

129,057

13,848

129,057

13,848

2.388.4011.429.056 959,3451,000,341 142,905 142,905 142,905

155,664

201,113

6,214

14,446

508,000

96,000

218,320

5,000

201.0441

25.944

94.664

207.790

111,420

9.900

5.000

30.800

14.446

1.270.000

240,000

545,800

970

2.660

1,494

25,000

72,390

480

80,921

5,200

76,200

14,400

32,748

14,952

944

22,274

176

10,013

4,700

30,800

2,66()

76,200

14,400

32,748

76,200

14,400

32,748

970

45.380

25,944

94.664

6.677

105,206

9.900

30.800

0

762,000

144.000

327.480

970

2,660

533,400

100,800

229,236

28,934

6,021

14,272

1.555.681 1,2()4,757 2.760.438912.663 308,833 209,867 124,318

267,223 2.984.737 2,164,102 5.148.8391,913,004 451,738 352,772

-51,678 -831.521-83,021 -229,724 -1.061.245-634,086 -62,736

I 経常収益
1・ 受取会費
2.受取寄附金

3.事業収益
4.その他収益

経常収益計

Ⅱ 経常費用

(1)人件費

給料手当

法定福利費

通勤費

人件費計

(2)そ の他経費

通信費

旅費交通費

諸謝金

事務用品費

印刷製本費

会場費

広告宣伝費

業務委託費

支払手数料

地代家賃

水道光熱費

減価償却費

普及用書籍

雑費

その他経費計

経常費用計

当期経常増減額



3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳

(単位 :円 )

4

内容 金額 算定方法

該当有 りません

使途等が制約された寄附金等の内訳

使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通 りです。

当法人の正味財産は3,876.125円 ですが、そのうち344,647円 は、下記のように使途が特定されています。

したがって使途が制約されていない正味財産は2,512,457円 です。

5.固 定資産の増減内訳

円 )

(単位 :円 )

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 備 考内容

344,647 42,224 302,423

344,647 42,224 302,423

9条 と基地を考える研究会

合計

科 目 期 首取得価額 取 得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額

有形固定資産

建物

什器・備品

オーディオ

合計

8,188,321

274,320

319,192

8,188,321

274,320

319,192

-6,822,500

-274,319

-319,191

1,365,821

1

1

8,781,833 8,781,833 -7,416,010 1,365,823

6.借 入金の増減内訳

(単位 :円 )

役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通 りです。

(:単 円 )

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために

必要な事項

・寄附金の按分方法
従事割合に基づき、普及啓発事業 7:地方自治学習事業 1:研究会事業 1:情報提供事業 1で按分計上していま

す。

・事業費と管理費の按分方法

共通経費 (給料手当・通勤費・家賃・光熱費・減価償却費)は、従事割合に基づき、事業費 6(普及啓発事業

7:地方自治学習事業 1:研究会事業 1:情報提供事業 1):管理費 4で按分計上しています。

。その他の事業に係る資産の状況

該当有 りません。

期末残高期首
・
残高 当期借入

|``期返済科 日

該当有 りません

内、役員と
の取引

内、近親者
及び支配法
人との取引

不斗目
計算書類に
計上された

金額

838,558 25,0001,827,024

1,827,024 838,558 25,000

(活動計算書)

受取寄付金

活動計算書計



書式第 17号 (法第 28条関係)

2023年度 財産目録

事 業 報 告 用

生し生豊111活動迭2ゝ_旦里二壺塁豊涯ヨ形鑑Ei
(単位 :円 )

金  額  ′
1ヽ  計

【A】 資 の 部

1
:■
′′lι

現金預金

手元現金

ゆうちょ銀行通常貯金

ゆうちょ銀行振込貯金

多摩信用金庫普通預金

26,003
139,374

5,700
1, 184, 000

棚卸資産

普及用書籍 325,820

流動資産合計 ・・・① 1,680,897

2 固定資産

(1)有形固定資産

斗４
　
口
国

イ

備

デ
・・　
・

物

一
器

建

オ

什

1,365,821

1

1

ノゝ
=↓口 副 365 823

【A】 資 産 合 計 ①+② 3,046,720

B-1】 負 債 の 部
1 流動負債

前受金

会費 (正会員 ) 209,500

預 り金

源泉徴収税 22,340

合 計 231 840

【B-1】 負 債 合 計 231.840

【B-2】 正 味 財 産 合 計  【A】 ― 【B-1】 2.814,880



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和 5年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であったことがある全員の氏名及び住所又は居所並

びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

特定非営利活動法人 日野・市民自治研究所

1 確認事項 (法第20条及び第 2¬ 条を確認の上、チェックを入れてください。)

Z以 下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)

□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

(フ リガナ)

氏    名

前事業年度内の

就任期間

報酬 を受 けた期間

(該 当者のみに記入)

1

・監 1'

タイラ カズモ ト

平 和元

令和 5年 4月 1日 年 月

月

日

日イ
li

2
・監事

イケダ マサヨン

池 田 正好

令和 5年 4月 1日

令和 6年 3月 31日

年  月  日

年  月  日

3
・ FI.I

ヤマモ ト テツコ

山本 哲子

令和 5年 4月 1日

令和 6年 3月 31日

年

年

月

月

日

口

1

アオヤギ タミエ

青柳 多美江
 

令和 5年 4月 1日

令和 6年 3月 31日

年 月

月

日

日年

つ
陸罰

_ヽノ
監 1'

アルガ セイイチ

有賀 精

令和 5年 4月 1日

令和 6年 3月 31日

年

年

月

月

日

日

6 色調
_ヽノ

監 1:‐

イチハラ トンコ

市原 聡子

令和 5年 4月 1日

令和 6年 3月 31日

年  月  日

年  月  日

7
・ 口[11

コウ ビチン

洪 美珍

令和 5年 4月 1日

令和 6年 3月 31日

年 月

月

||

年 ||

8

/~ヽ

でソ・監事
サイ トウ ヨシ ト

齋藤 淑人

令和 5年 4月 1日

令和 6年 3月 31日

年 月

月

日

,1
イ
|:

9
・監

.ト

ナカタニ ヨシユキ

中谷 好幸

令和 5年 4月 1日

令和 6年 3月 31日

年   月   日

年  月  日

10
-1‐ 1.

ナガツカ トモヒロ

水塚 友啓

令和 5年 4月 1日

令和 6年 3月 3111

年  月  日

年  月  日

|

|

役 名
どちらかにO

令和 6年 3月 31日

|

|



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

役 名
どちらかにO

前事業年度内の

就任期間

報酬 を受 けた期間

(該 当者のみに記入)

11

/~ヽ

足E"監事
l-+l-" :L+ t

根木山 幸夫

令和 5年 4月 1日

令和 6年 3月 31日

年   月   日

年   月    日

12

/~ヽ

空壁ナ監事
ハタノ ノリオ 令和 5年 4月 1日

令和 6年 3月 31日

年

年

月

月

日

日波多野 憲男

13
鯉前
ヽノ

監 '「 :

フルタ マサン

古田 理史

令和 5年 4月 1日

令和 6年 3月 31千 1

年:   月    日

年   月    日

14
・

=|,1,

'z') ): ')->=

松尾 純子

令和 5年 4月 1日

令和 6年 3月 31日

年

年

「
1 日

日りl

15
1イ |:1「

ミフ トオル 令和 5年 4月 1日

令和 6年 3月 31日

年   月    日

年   月    日二輪 徹

16

/~ヽ

∪ ||||・ 」「
ヤマンタ タロウ 令和 5年 4月 1日

令和 6年 3湾 31日

年

年

月

月

日

日山下 太郎

17

キムラ マサ ミ 令和 5年 4月 1日

令和 6年 3月 31日

年

年

月

り1

日

日木村 真実

18
=-?'y atl^1

小松 幸平

令和 5年 4月 1日

令和 6年 3月 3111

年1   月    日

`l・

サ| ll

ハラダ タツヒコ

原 田 龍彦

令和 5年 4月 1日

令和 6年 3月 31日

年

年

チ
|

'1

日

日

|

|

19

/~ヽ

理事業Lヲ

⌒

理事、こヲ

___|

|(フ リガす)|

1氏  名

|

/~ヽ理軒0

|



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係 )

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人日

氏    名

1 平 和元

2 池田 正好

3 山本 哲子

4 青柳 多美江

5 有賀 精

6 市原 聡子

7 洪 美珍

8 齋藤 淑人

9 中谷 好幸

10 永塚 友啓

11 根木山 幸夫  

12 波多野 憲男

|                         |

1設
立・事業報告用

|

|

|

|

|




